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１　目的

近年，全国的に多発する自然災害において，犠牲者の多くが高齢者等であったことから，災害時に自力で避難することが困難な要援護者に対する支援の重要性が防災対策上の喫緊の課題となっている。

このため，国の『災害時要援護者避難支援ガイドライン』等に基づき，県内各市町の避難支援対策をさらに促進させることを目的として，広島県版『災害時要援護者避難支援ガイドライン』を作成し，その中で『災害時要援護者避難支援プラン』のモデルを示すこととした。

各市町においては，それぞれの実情を踏まえた上で，この『広島県災害時要援護者避難支援ガイドライン』を参考に災害時要援護者避難支援プラン（全体計画・個別計画）を作成し，防災対策の推進に努めていただきたい。
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２　避難支援プラン作成の手順

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※フロー図中《　》は，本ガイドラインの該当項目














３　避難支援対策推進体制の整備

避難支援対策を円滑に推進するためには，平時から防災対応の主たる担い手である防災関係部局と要援護者に関する情報を保有する福祉保健関係部局等が連携するとともに，関係機関の協力を得るための体制を確立する必要がある。

具体的には，防災関係部局と福祉保健関係部局等が主な構成員となるほか，必要に応じて消防機関や民生委員児童委員，自主防災組織，福祉保健関係機関等が参画した『災害時要援護者支援班』を設置し，十分に連携を図った上で関係業務を実施する。



　

※　必要に応じて、消防機関、民生委員児童委員、自主防災組織、社会福祉協議会等が参画
４　災害時要援護者の定義

　（１）災害時要援護者の範囲

災害時要援護者（以下，『要援護者』という）とは，必要な情報を迅速かつ的確に把握し，災害から自らを守るために安全な場所に避難するなどの災害時の一連の行動をとるのに支援を要する人々をいい，一般的に高齢者，障がい者，外国人，乳幼児，妊婦等が考えられる。各市町においては，それぞれの状況や特性を考慮して，実情にあった要援護者の範囲を決定する。

　　　　　　　【資料４『災害時要援護者の特徴と留意事項』参照】




　（２）優先度の考え方

上記の要援護者すべてに対して避難支援プラン（個別計画）を作成するのが理想であるが，対象者が膨大な数に上る場合，現実的に避難支援プラン（個別計画）作成や避難支援の実施が困難となる場合がある。また実際に支援が必要でない場合や本人が望まない場合を含んでしまうなどの問題点が生じる。

したがって，要援護者の概数を把握した段階で，支援の必要性や居住地の脆弱性等から要援護者に優先順位，要援護者本人に良く聞取りをして，支援の必要性を吟味することが重要である。



（３）避難行動要支援者の特定

要援護者のうち，支援の必要性，居住地の災害への脆弱性，家族・地域の支援力等から支援すべき優先度を検討し，『避難行動要支援者』として特定する。後述の災害時要援護者避難支援制度においては，避難行動要支援者を対象とする。

また，災害発生時に避難行動要支援者の避難支援を行う者を『避難支援者』とする。








５　災害時要援護者情報の収集・共有

（1） 収集及び共有の方法

要援護者情報の収集・共有には次のような方法がある。それぞれに長所と短所があるので，各市町においてそれぞれの状況に応じて，情報収集及び共有の方法を決定する。また，複数の方式を組合せることも効果的であるので，必要に応じて検討することとする。

【『災害時要援護者避難支援ガイドライン』(内閣府，消防庁，厚労省)６p参照】

　　Ⅰ　関係機関共有方式

各市町の関係部局（他の公共団体も含む）で保有している要援護者情報を本人同意を得ることなく共有し，要援護者の制度登録の同意を得る活動のために，民生委員児童委員や自主防災組織等に提供する。対象者を短期間に漏れなく集約することができるため，対象者が多い場合などに効果的である。

ただし，避難支援プラン（個別計画）の策定の段階においては，これらの基本的な情報に加え，さらに詳しい情報が必要となるため，これ以降は本人同意を得ることが原則である。

　　Ⅱ　手上げ方式

市町の広報，ホームページ等を利用して，要援護者支援の登録制度を広く周知する。これにより，要援護者のうち，災害時の避難支援を希望し，平常時から自主防災組織，民生委員児童委員等に個人情報を開示することに同意するものが，自ら登録申請書に必要事項を記入し，市町長に提出する。

市町の負担は少ないものの，あくまでも本人の自発的な意思に委ねられているため，十分に情報収集できない傾向にある。

　　Ⅲ　同意方式

市町の関係部局，自主防災組織，民生委員児童委員等が，日常において関係が深い要援護者に対して，要援護者支援制度への登録を直接働きかける。要援護者一人ひとりに直接接することから，きめ細かい情報収集ができるが反面，対象者が多い場合には迅速な対応が困難となる。

また，登録に際しては，自主防災組織，民生委員児童委員，避難支援者等に個人情報を開示することについて，要援護者本人から同意を得る。

（２）個人情報保護条例の遵守

要援護者対策の推進においては，要援護者のプライバシーに深く関わる個人情報を取扱うこととなる。このため，これらのことに一定の制限を加えている個人情報保護条例との関わりを整理した上で，関係情報の取扱い方針を定めておくことが重要なポイントとなる。

一般的に各自治体の個人情報保護条例において，通常，個人情報の漏えい，滅失，棄損の防止等個人情報の適正管理を義務付けるとともに，必要な範囲で，個人情報を正確で最新の状態に保たなければならない旨を規定している。また，個人情報の本人以外からの収集や目的外利用，第三者提供を一定の例外を除いて禁止している。

したがって，対策上必要となる個人情報に関する一連の行為が条例を遵守したものとなるよう，条例の関係条項を十分精査する必要がある。

　　　　　　　　　　　　　【資料１『個人情報保護条例の解釈と運用』参照】

６　災害時要援護者リストの整備

（１）要援護者の把握

避難支援対策を進めるにあたっては，まず，対象となる要援護者の範囲や要援護者の概数等の全体像を把握する必要がある。そのために，福祉保健関係部局等が所有する各要援護者情報をもとに，災害時要援護者リスト（以下，『要援護者リスト』という。）を作成する。

（２）要援護者情報把握先の例

情　報　の　種　類
所　有　元

住民基本台帳
各市町△△部局

身体障害者手帳所有者情報
各市町福祉保健部局

療育手帳所有者情報
各市町福祉保健部局

精神障害者保健福祉手帳所有者情報
各市町福祉保健部局

特定疾患医療受給者証所有者情報
県健康福祉局健康対策課（広島市）

県地域事務所厚生環境局・保健所保健課

関係市保健部局（呉市，福山市）

乳幼児台帳
各市町福祉保健部局

育成医療受給者証所有者情報
県地域事務所厚生環境局・保健所保健課

母子健康手帳所有者情報
各市町福祉保健部局

小児慢性特定疾患医療受診券所有者情報
県地域事務所厚生環境局・保健所保健課

関係市保健部局（広島市，呉市，福山市）

介護保険被保険者台帳
各市町福祉部局

外国人登録原票
各市町○○部局

（３）要援護者リストの作成

福祉保健関係部局等が所有するそれぞれの要援護者情報を支援班において一元化し，要援護者リストを作成する。様式－1
その際，要援護者リスト上にて取扱う情報は，避難支援プランの作成や実際に避難支援をする上で必要最小限なものにとどめることが重要である。

（４）情報の更新

要援護者情報は常に変更が生じるため，データ更新や要援護者リスト作成の期間を設定しておく（例；年１回）。また，要援護者リストの更新時期に新規データに一括して更新し，古い要援護者リストは焼却などにより適正に破棄する。

（５）留意事項

①要援護者リストの作成に当たっては，個人情報保護条例を遵守し，適正に取扱うよう留意する。（『５　要援護者情報の収集・共有』のとおり）

②要援護者リストは個人情報の漏えい防止の観点から，原則，市町内部の関係機関で共有することとし，外部に提供する場合は必要最小限（必要な相手に，必要な範囲）にとどめる。

　

７　避難支援プラン（全体計画）の作成

（1） 避難支援プラン（全体計画）の位置づけ

要援護者対策を推進する上で，計画の全体像の把握や関係者への説明・周知徹底のために，目的や，対象とする要援護者の範囲，収集する要援護者情報，個人情報の取扱い方針等については，「災害時要援護者避難支援プラン（全体計画）」として明記しておくことが望ましい。

　　【資料２『○○市町災害時要援護者支援プラン（全体計画）【記載例】』参照】

（2） 避難支援プラン（全体計画）の記載事項

全体計画として必要な事項や内容を例示する。

項　　目
内　　　　　　容

Ⅰ　目的
要援護者避難支援対策の目的を明記する

Ⅱ　対象地域
対象地域を特定する場合は，その旨を明記する

Ⅲ　災害時要援護者支援班

　（構成メンバー）
班長，副班長，構成員を記述する

※平時及び災害時の体制

Ⅳ　要援護者の対象範囲
高齢者，障がい者等，対象とする要援護者の範囲を明確にする

Ⅴ　災害時要援護者支援制

　　度の実施要領


避難行動要支援者の登録と避難支援プラン（個別計画）の作成及び運用を中心とした災害時要援護者避難支援制度の実施要領を定める。

Ⅵ　収集する要援護者情報
各情報名，情報保有機関等

Ⅶ　個人情報取扱い方針
個人情報保護条例の解釈と運用

個人情報保護審議会の開催方針

守秘義務の確保

Ⅷ　避難支援プラン作成・

　　共有・管理の流れ
情報収集⇒要援護者リスト作成⇒対象者の同意取得⇒避難支援プラン（個別計画）の作成⇒プランの追加・更新

Ⅸ　要援護者の避難支援
要援護者の避難誘導・避難支援，安否確認

　　※上表中Ⅴについては

　　　　　【資料３『○○市町災害時要援護者避難支援制度実施要領【記載例】』参照】

８　避難支援プラン（個別計画）の作成

　（１）避難支援プラン（個別計画）の位置づけ

「災害時要援護者避難支援制度の実施要領」に基づき，「誰が，誰を，どこに，どのように避難支援する」という具体的な内容を定めたものを「避難支援プラン（個別計画）」と位置づける。

※資料３『○○市町災害時要援護者支援制度実施要領』における制度登録届をそのまま避難支援プラン（個別計画）として使用する。制度登録届とは別に避難支援プラン（個別計画）の形式を定めても良いが，記載事項を工夫すれば『制度登録届』＝『避難支援プラン(個別計画)』としても実用上問題なく，事務手続きの簡素化の面でも合理的と言える。

　（２）避難支援（個別計画）プランの記載事項

避難支援プラン（個別計画）に記載すべき事項及び内容は，次のような事項が考えられる。

項　　目
内　　　　　　容

氏名，住所，生年月日，連絡先等
要援護者情報の基本となるもの

避難支援該当理由
要介護度，身体障がい等の支援が必要となる事由

かかりつけ医療機関等
かかりつけ医師，避難時に携行が必要な物品

避難支援者
本人同意を得て避難支援を行うもの（複数選定）

担当民生委員
要援護者本人との情報交換の窓口

情報伝達方法
情報伝達方法（経路，手段等）や本人への情報伝達者を記載

避難方法及び避難場所
避難予定場所，避難経路及び避難の方法等

居住建物の状況
建物の構造，寝室の位置等

　

　（３）避難支援プラン（個別計画）の実効性の確保

避難支援プラン（個別計画）に記載した支援内容が災害時に確実に実行されるためには，災害時要援護者支援班を中心に要援護者本人及び避難支援者と平常時から訓練等を通じて支援の手順を確認しておく必要がある。

また各市町に適した「避難基準及び伝達マニュアル」を作成し適切に実行する。

主な事項としては，次のような事項が考えられる。

実施機関
平常時の実施項目
災害時の実施項目

市町災害対策本部

· 避難準備情報等の発令

・災害時における県との連携


災害時要援護者支援班
· 要援護者情報の共有

· 避難支援プランの作成

· 要援護者参加型の防災訓練の計画・実施，広報
· 避難支援情報等の伝達，避難誘導，安否確認，避難情報の把握

避難支援者
· 避難支援プランの作成

· 要援護者との関わりの強化

· 防災訓練やﾜｰｸｼｮｯﾌﾟへの参加
· 要援護者への情報伝達

· 要援護者への避難支援・誘導

· 要援護者へ安否確認

· 支援班との連携

災害時要援護者

(避難行動要支援者)
· 避難支援プラン作成への参加

· 避難支援者との関わり強化

· 防災訓練やﾜｰｸｼｮｯﾌﾟへの参加
· 避難支援者とともに避難

· （福祉避難所への避難）

　　　　

　（４）避難支援プラン（個別計画）の更新・追加

　　　　要援護者情報は常に変更が生じるため，適宜，最新の情報に更新するとともに，　

　　　年１回は新規要援護者の追加を行う。

　（５）個別計画の作成に同意しない避難行動要支援者への対応

　個別計画を作成する段階で，どうしても同意が得られないケースも想定される。このような場合は，その旨を付記して行政機関内で共有している要援護者リスト内に留めておくことで，災害発生時にはこれにより，安否確認等を行うことができる。


災害時要援護者リスト【記載例】　
《○○地区自主防災組織》















平成　　年　　月　　日作成

番号
氏名
フリガナ
性別
生年月日
住所
連絡先
支援の
必要性
個別計画
の有無
安否確認
備考

（避難に必要な注意事項）

1
広島　太郎
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　　※　『６　災害時要援護者リストの整備』７p．参照　

優先度の考え方（例）








【位置付け】平常時；福祉保健及び防災の部局等横断的なプロジェクトチーム


　　　　　　災害時；災害対策本部中の福祉保健関係部門等に設置





【構　　成】平常時；班長（福祉保健担当部課長）


班員（福祉保健担当者、防災担当者等）


　　　　　　災害時；災害対策本部内において、福祉保健担当部課長・福祉保健担当者等で構成





【業　　務】平常時；①要援護者情報の共有化


　　　　　　　　　　②避難支援プランの策定・変更


　　　　　　　　　　③防災訓練の計画・実施、広報


　　　　　　災害時；①避難準備情報等の伝達業務


　　　　　　　　　　②要援護者の避難誘導


　　　　　　　　　　③要援護者の安否確認・避難状況の把握


　　　　　　　　　　④避難所管理運営者等との連携・情報共有








支援の必要性が高い；重度障がい者、要介護者、


　　　　　　　　　　　 在宅医療等が必要な難病患者


                         一人暮らし高齢者


                         高齢者のみ世帯


災害等の危険性が高い地域；ハザードマップ等における危険地域


                               住宅・居室の危険性・老朽度


地域・家族の支援力が弱い；近所付き合いが脆弱な地区


                               一人暮らしが多い地区





災害時要援護者の定義（例）





介護保険の要介護度等；要介護３以上，認知症高齢者等


障がい程度；身体障がい １・２級、知的障がい 療育手帳� eq \o\ac(○,Ａ)�・Ａ，精神障がい１級等


その他；一人暮らし高齢者、高齢者のみ世帯、外国人等





災害時要援護者支援班のイメージ





災害時の避難支援・安否確認


要援護者に関する訓練実施やﾜｰｸｼｮｯﾌﾟの開催


避難支援プラン（個別計画）の修正・新規登録








プランの運用開始





避難支援プラン（全体計画）の作成


　　　《７ 避難支援プラン（全体計画）の作成》





関係者への制度説明・周知


関係者へのリストの提供


要援護者本人への周知・登録への同意取得


・避難支援プラン（個別計画）の作成


　　《８ 避難支援のプラン（個別計画）の作成》





避難支援プランの作成





各要援護者情報の現状確認


対象者範囲の決定


　　《４ 災害時要援護者の定義》


個人情報の取扱い方針の決定


　　《５ 要援護者情報の収集・共有》


必要に応じて審議会の開催


要援護者リストの作成


　　《６ 災害時要援護者リストの整備》








要援護者情報の収集・共有





各種協議会を通じた福祉保健関係者との連携


福祉保健関係者に対する研修会の実施


福祉避難所設置に係る協定締結








関係機関との連携





避難準備情報等の判断基準の設定


ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ等による避難準備情報の周知


情報伝達手段・方法の決定


情報連絡責任者の決定








情報伝達体制の整備





防災及び福祉保健部局の合意形成


災害時要援護者支援班の設置


《３ 対策推進体制の整備》


自主防災組織との協力体制整備


防災研修・ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟの開催








内部体制の整備












































◆避難行動要支援者とは◆


要援護者のうち，支援の必要性の有無，居住地の脆弱性，家族や地域の支援力等を検討した上で，真に支援の必要があると判断される者で，当支援制度に登録することで避難支援プラン（個別計画）の作成対象となる。


避難支援者とは◆


近隣者やボランティア等，災害時に避難行動要支援者の避難誘導等の支援を行う者をいう。








災害時要援護者とは◆


災害時の避難行動において支援が必要となる高齢者，障がい者，乳幼児，外国人等をいう。








避難支援





避難支援者





登録制度対象





居住地の脆弱性の検討


















































家族の支援力の検討





避難行動


要支援者





災害時要援護者





災害時要援護者





必要性の有無の検討
































様式－１





取扱注意
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【国のガイドライン等】


〇集中豪雨等における情報伝達及び高齢者等の避難支援に関する検討会の開催


　　　⇒ 『避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン』策定


　　　　『災害時要援護者の避難支援ガイドライン』策定


　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成17年3月；内閣府防災担当，消防庁）


〇災害時要援護者の避難対策に関する検討会の開催


　　　⇒ 『災害時要援護者の避難支援ガイドライン』改定


　　　 　『災害時要援護者の避難対策に関する検討会検討報告』策定


　　　 　『災害時要援護者の避難対策に関する先進的・積極的な取組事例』策定


     （平成18年3月；内閣府防災担当，消防庁，厚生労働省）


〇災害時要援護者の避難支援プラン策定モデル事業の実施


　　※平成１７年度に全国10市町（広島県呉市を含む）での取組み


　　　⇒ 『災害時要援護者避難支援プラン作成に向けて


　　　　　　　　～災害時要援護者の避難支援アクションプログラム～』策定


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成18年3月；総務省消防庁）


○災害時要援護者の避難支援における福祉と防災との連携に関する検討会の開催


　　　⇒　『災害時要援護者対策の進め方について


　　　　　　～　避難支援ガイドラインのポイントと先進的取り組み事例　～　』


     　　　　　　　   （平成19年4月；内閣府防災担当，消防庁，厚生労働省）　


○災害時要援護者の避難支援対策に関する普及啓発ビデオの作成


　　　⇒　『ドラマで見る　災害時要援護者対策の進め方』


      　　　　　　　　　　　　　　　　　 （平成19年12月；内閣府防災担当）　


○「避難支援プランの全体計画」のモデル計画について


      　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　（平成20年2月；内閣府防災担当）
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